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地域への指導等必要性から、本来、社会教育指導員の配置が必要であるが、現在まで事務補助員の雇用で業務を推進。
また、今後も人権同和教育の強化推進の継続が必要である。

各地域、団体、職場等における対応効果として、計画及び実施への具体的指導、同和問題相談等に生かされている。

概ね適切であるが、まだ充分でない。

一般事務補助員より、社会同和教育指導員としての確保が、いがまち地域の一機関において必要性が高いことから、効率
性を判断（求める）する性格でないことも、事業を進める上で認識しなければならない。一方、組織改廃により配置のあり方
について検討しＨ２０から支所総務振興課に人材配置等移行することとした。当該部分においてコスト削減はない。
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